
青山学院大学・経済学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６０１

基盤研究(C)（一般）

2020～2017

市場変動が企業の国際化に与える影響に関するミクロ実証分析

Empirical study on impacts of exogeneous shocks on internationalization of firms

４０４２４２１２研究者番号：

伊藤　萬里（Ito, Banri）

研究期間：

１７Ｋ０３７０５

年 月 日現在  ３   ６   ９

円     3,100,000

研究成果の概要（和文）：国際化した企業が急激な市場変動にどのような対応をするのかに関して、企業レベル
のデータに基づく実証分析に取り組んだ結果、日本企業が海外市場の需要変動に対して雇用調整で応じたことが
示された。雇用者を正規雇用と非正規雇用に分けた分析では、市場変動によって特に非正規雇用者の削減が相対
的に顕著であった。
国際市場の変動は国内の企業活動のみならず貿易政策に関する政策形成にも影響を与える。特に中国からの輸入
品と競合する産業が集中している地域や、労働者一人当たりの輸入ショックが大きい地域ほど、有権者や政治家
が保護貿易政策を支持する傾向が強いことが、個人レベルのミクロデータに基づく実証分析によって明らかとな
った。

研究成果の概要（英文）：As a result from empirical analysis based on firm-level data on how 
internationalized firms respond to sudden market fluctuations, we found that Japanese firms 
responded to fluctuations in demand in overseas markets by adjusting employment. In the analysis of 
employment divided into regular employment and non-regular employment, the reduction of non-regular 
employment was particularly remarkable due to market fluctuations.
Fluctuations in the international market affect not only domestic business activities but also 
policy formation related to trade policies. The results from empirical analysis based on micro data 
at the individual level show that voters and politicians are more likely to support protectionist 
trade policies, especially in areas where industries competing with imports from China are 
concentrated and where the import shock per worker is greater.

研究分野： 国際経済学

キーワード： ミクロデータ　貿易ショック　中国　保護主義
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研究成果の学術的意義や社会的意義
経済のグローバル化が進展する中、国内外の経済の結びつきが強まっており、海外市場の急激な変動が国内経済
に与える影響が強まっている。本研究課題の成果はこうした市場変動が生じた際に国内雇用に影響が及ぶことを
示したもので、とりわけショックによる影響が大きい非正規雇用者や小規模企業への手当てを用意しておくこと
が、予期せぬショックへの復元性の強い経済を考える上で重要となることが示唆される。
国際市場の変動は国内の政策形成にも影響を与え、保護主義化を誘う可能性があることも示された。特に輸入と
競合する産業や地域はその傾向が強いことから、貿易自由化の合意形成には、そうした地域や産業の活性化を同
時に図る必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
国際市場の変動が貿易面に与える影響に関して特に研究の蓄積が進んだ事例に 2008 年の米国の
金融危機に端を発する世界同時不況がある。たとえばベルギーの貿易統計を利用した Behrens et 
al. (2013)、フランスのデータを利用した Bricongne et al. (2010)、米国について分析した Levchenko 
et al. (2010)、日本の貿易統計を利用した研究でも伊藤（2011）がある。いずれの研究も危機後に
貿易額がとりわけ輸出継続品目において急激な減少があったことを観察しており、集計データ・
ミクロデータ双方についてその影響に関する実証分析が蓄積されつつある。 
他方で市場変動は経済事象だけに起因しない。近年、市場変動が貿易などに与える影響に関し

て、国家間で政治的あるいは軍事的緊張が高まる事例に注目する研究も現れてきた。たとえば
Martin et al. (2008)は、貿易統計を用いた重力モデルによって軍事衝突の 2 国間貿易への影響に関
する理論と実証結果を提示している。貿易が平和を促進する効果を有することが部分的には示
される。他方で、その効果は国によって異質であり、多国間の貿易自由化を進めている国ほど紛
争の確率が高く、２国間の貿易関係が顕著である国ほど低いことが示されている。同様に
Armstrong (2012)は、重力モデルによって政治的な距離（political distance）が２国間貿易に与える
影響を実証している他、Glick and Taylor (2010)も戦争による貿易への影響について実証を試みて
いる。さらに Heilmann (2016)は、デンマークの新聞に掲載されたムハンマドの風刺漫画に端を
発した中東地域のボイコットなどを事例に、貿易への影響について貿易統計を利用して貿易縮
小のメカニズムを分析している。 
このようにさまざまなショックがもたらす影響に関しても近年注目が集まっているが、いず

れも集計化された統計データに基づく実証分析であり、企業や個人といったミクロレベルで検
証を試みた事例は筆者が確認する限り見られない。集計データでは捉え切れない個別の特殊要
因を考慮することが可能なミクロ実証研究の成果が求められている。 
 
 
２．研究の目的 
市場変動は様々な要因によって引き起こされる。とりわけ近年は、世界金融危機後の外国市場で
の急激な需要減退や、中国との政治的摩擦による需要の急減、さらには米国トランプ政権の保護
主義的な政策の発動や米中貿易摩擦による貿易の変動や、新型コロナウイルス感染症のパンデ
ミックによる世界的な需要と供給の急減など、国際市場の急激な変動が相次いでいる。こうした
市場変動に企業や個人がどのような反応を示すのか知ることは、今後の予期せぬ市場変動への
備えとしてショックに対する強靭な経済や政策を考えることに資する有用な基礎資料となる。 
こうした問題意識のもと本研究課題では、外生的な市場変動の例として、中国国内の不買運動

による日本製品への需要減退や、中国から日本への輸入の増加をそれぞれ取り上げ、貿易の輸出
と輸入の両面で企業活動や個人の政策選好に与える影響についてミクロデータに基づく実証分
析に取り組んだ。 
 
３．研究の方法 
(1) 外生的な市場変動として海外市場の需要減退を取り上げ、企業の輸出・雇用にどのような影
響を与えたか、輸出企業と非輸出企業の間で統計的に有意な差が認められるか検証する。 
(2) 貿易の変動ショックを受ける産業を特定し、その産業が立地する地域において国際化の選
好にどのような変化が認められるかについてミクロ計量経済学の手法を用いて実証分析を実施
する。 
(3) 輸入ショックが産業・企業活動に影響を与え、政策形成に影響を与えうるか否かについて
ミクロ計量経済学の手法を用いて実証分析を実施する 
計量経済学の分析手法には、因果関係を特定するため、操作変数法や差の差推定法（Difference-

in-Differences）といった手法を適宜採用する。 
 
 
４．研究成果 
（1）国際化企業の輸出急減への対応 
日本にとって中国は最大の貿易相手国であり、その経済的な結び付きは強まっている。その一方
で政治の面では、2010 年中国漁船衝突事件に伴うレアアースの禁輸措置や、2012 年の尖閣諸島
国有化に伴う日本との貿易における通関の厳格化など、中国政府の予期せぬ政策変更が、日本経
済・日本企業に及ぼす影響は、チャイナ・リスクとして取り上げられてきた。こうした中国での
急激な市場環境の変化は、日本企業の国内の事業活動や雇用にも影響を与えるものと考えられ
るが、企業レベルデータによってその影響を検証した研究はこれまで十分に行われていない。 
市場変動の事象として、Tanaka et al. (2019)では、2012 年 9 月の尖閣諸島国有化によって日本

製品への不買運動が起こり、中国向け輸出が急減した事例に着目し、ショックに日本企業がどの
ように対応したのかを実証分析したものである。企業レベルのデータ（「企業活動基本調査」）に
よると日本の製造業企業は、この市場変動により対中輸出を約 1500 億円減少させており、中国



向け輸出は前年に比べ 10%以上の急減となった。 
次に、国有化後の中国向け輸出の急減が日本国内の雇用に及ぼした影響を明らかにするため、

国有化前に中国向けに輸出を行っていた企業と行っていない企業の雇用の変化を比較した。下
図は 2011～2013 年の非正規雇用者数の推移を（2011 年を 100 に基準化)示しており、中国向け
に輸出を行なっている企業は中国向け非輸出企業に比べて、非正規雇用者数が顕著に減少して
いる。この点に関して差の差推定法（Difference-in-Differences）を用いて因果関係を検証したと
ころ、中国向け輸出企業は正規雇用よりも非正規雇用を削減することによって雇用調整を行な
ったことが明らかとなった。この実証結果は海外市場の需要急減が日本国内の雇用にも負の影
響を与え、特に非正規雇用削減を通じた雇用調整を引き起こすことが示された。外生的な海外市
場のショックに対して復元性を有する経済の在り方を考えるためには、職を失う非正規労働者
に対する政策支援等の検討が求められる。 

 
図．市場変動後の中国向け輸出企業と非輸出企業の非正規雇用者数の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）輸入競合産業が立地する地域へのショックと政策選好 
国際的な市場変動は企業活動のみならず個人の政策選好にも影響を与え、保護主義的な政策の
台頭に結びついている可能性がある。日本では貿易自由化によって輸入が増加する産業として
農業が想定されるため、貿易自由化に反対する意見の大部分は農業関係者によるものであると
考える向きがある。しかし農業の経済全体を占める割合が対 GDP 比で約１％、就業者数でも全
体の３％余りに過ぎないことを考慮すると、必ずしも農業関係者だけが反対しているとはいえ
ない。農業を基幹としているような地域では、農業従事者でなくても地域経済の衰退によって間
接的に影響を受けることを懸念して貿易自由化に反対しているとも考えられる。国民の間でさ
らなる貿易自由化へのコンセンサスを形成する上では、保護貿易政策がどのような背景で支持
されているのかデータに基づいて検証する必要がある。 

Ito et al. (2019)では、貿易自由化による市場変動の影響を受ける程度としてこの研究では地域
特性に着目して地域の農業就業者比率を用いた。分析に用いるミクロデータは日本全国の 1 万
人に対して実施した貿易政策の選好と、職業、年収、学歴、その他独自の質問項目で捕捉される
個人属性に関する調査結果を利用した。この調査から得られる個人属性に加えて、地域特性が政
策選好に与える影響に焦点を当て、保護貿易政策（輸入を制限する政策）への支持の要因を実証
的に明らかにした。分析から明らかとなった点として第一に、農業就業者比率が高い地域（市区
町村）に住む個人は、たとえ自分が農業に従事していなくとも保護貿易政策を支持する確率が高
くなる。第二に、農業就業者比率の影響は、転居の意向がある人（引越しの予定がある・したい
人）には観察されない。転居の意向がない人は農業就業者比率が高くなるほど保護貿易政策を選
好する確率が高くなるが、転居の意向がある人にはほとんど変化が見られない。 
これらの結果は次のように解釈することができる。農業を基幹として地域経済が成り立って

いる場合、製造業や商業・サービス業も財・サービスの取引を通じて貿易自由化による構造調整
によるショックを間接的にも受ける可能性が考えられる。農業の比重が相対的に大きい地域で
は、個人がこのような産業連関的な影響を考慮して貿易政策の選好を決定していることが示唆
される。その一方で、興味深いことに今後転居の意向がある人については、農業就業者比率の影
響が相殺される。貿易自由化によって地域経済の構造調整に直面しても、転居によって移転が可
能であれば構造調整の影響を受けないことを反映しているものと思われる。 
本研究の結果を総合すると、個人の貿易政策の選好は地域間で移動が可能かどうかというこ

とに敏感に反応するものと結論付けられる。国際経済学ではこれまで、産業間の労働の流動化が
自由貿易の推進には重要であると指摘されてきたが、地域間で移動が困難な人が存在すること
を考慮すると、産業間の労働流動化だけでは自由貿易政策に対するコンセンサスは得られない。
貿易自由化への国民のコンセンサスを形成するためには、地域の経済状況へ配慮した政策プロ
モーションや貿易自由化によって影響を受ける地域の所得水準を維持し、高める政策を同時に
検討する必要がある。 

 

 



（3）輸入ショックが政策形成に与える影響 
保護主義が台頭する中、政治家がなぜ保護主義的な政策を選好しようとするのか、その決定要因
を探る実証研究が、特に近年保護主義が台頭している米国において注目を集めている。主な要因
の 1 つとして分析の焦点が当てられているのは中国からの輸入増大である。安価な製品の輸入
増大によって国内生産者が打撃を受けるため、こうした地域を含む選挙区から立候補する政治
家は有権者からの支持を得るため貿易制限的な政策を掲げることが予想される。中国との貿易
摩擦が深刻化した米国と同様に日本も中国からの輸入は増加傾向にある。下の図は、日本の中国
からの実質輸入額を最終財と中間財などの生産向けの財の２つに分けて示しており、特に生産
向けの財輸入の増加が近年顕著であることを示している。 
 

図：中国からの輸入額の推移（2000 年〜2015 年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
貿易の影響以外にも、最近の実証研究によれば、政治家が直面する選挙の重圧が保護主義化と

関係があることが示されている。選挙が近くなったり、選挙戦が当落線上にあるような厳しい状
況下では、保護主義的な政策が選好されやすいという。保護主義が輸入増大や選挙の重圧とどの
ような関係にあるのか、Ito (2021)では日本の国政選挙のうち、2009 年、2012 年、2014 年の衆議
院議員選挙と、2010 年、2013 年の参議院議員選挙の選挙期間中に実施された候補者アンケート
調査から貿易政策に関する回答結果（自由貿易か国内産業保護か）を利用して、選挙区が受ける
貿易ショックによる政策選好への影響と、候補者が受ける選挙の重圧による政策選好への影響
を、線形確率モデル（Linear probability model）によって定量的に分析した。また貿易ショックに
は内生性の問題が生じるため、日本を除く他の先進諸国の中国からの輸入ショックを操作変数
として用いた操作変数法によって因果関係を特定した。 
選挙区が受ける貿易ショックは、先行研究に倣って 1 人当たりの輸入増加と輸出増加をそれ

ぞれ貿易データ（RIETI-TID）や国勢調査を元に、選挙区レベルで統計的に計測した。他方で、
選挙の重圧を候補者ごとに定量的に観測することには困難が伴う。そこでこの研究では２つの
観測可能な候補者属性を用いて選挙の重圧を捕捉しようと試みた。1 つは現職候補と非現職候補
の違いである。一般に、現職候補は非現職候補に比べ知名度や資金面等において有利であること
が知られている。新人候補や元職ほど選挙に当選するために受ける重圧は大きいものと考えら
れる。もうひとつは衆議院と参議院の違いである。衆議院は選挙区が小さい上、解散がありいわ
ゆる常在戦場であるが、参議院は選挙区が都道府県レベルで３年ごとに確実に選挙が行われ、当
選すれば任期が６年間保証されている。衆議院議員選挙に立候補する候補者の方が選挙の重圧
が大きいものと思われる。 
候補者レベルのミクロデータに基づく実証分析から明らかとなった点は次の２点に集約され

る。第一に、選挙区での 1 人当たりの輸入増大ショックは、候補者の保護主義的な政策を選好す
る確率を高める。第二に、輸入増加のショックによって受ける保護主義化の効果は、選挙の重圧
が強い候補者ほど顕著である。下図①に示すように非現職候補は輸入ショックに対して保護主
義化し、下図②に示すように衆議院議員候補者は輸入ショックを受けると参議院議員候補者よ
り保護主義化する。本研究の結果は、保護主義的な貿易政策が貿易ショックに限らず、選挙に関
する要因も相互に関連しながら、形成されうることを示唆しており、輸入の拡大と選挙時の保護
主義への傾倒が度々観察される他の先進諸国の実態とも整合性を有している。 
今回分析対象とした貿易ショックは、世界金融危機や東日本大震災などが起きた 2010 年代前

半の外生的な経済ショック時に観察されたものであり、本研究の結果はこうした経済ショック
に呼応して保護主義的な政策が形成されるメカニズムを実証的に明らかにしたものである。新
型コロナウイルス感染症のパンデミックによる世界的な経済ショックも保護主義の台頭を招く
との懸念が残る中、本研究の実証結果は一定の政策的な含意を持つものと考える。なお、新型コ
ロナウイルス感染症による国際貿易へのショックに関しては独立行政法人経済産業研究所ホー
ムページのコラムへの寄稿という形で、人工呼吸器や不織布マスクの貿易の事例やワクチン開

 

 



発と供給について記述統計的な資料等を提示し、各国の保護主義的な政策が感染症対策にも弊
害となることを示した。 
 
図．輸入ショックと保護貿易政策選好確率との関係 
①現職候補と非現職候補の比較       ②衆議院議員候補者と参議院議員候補者の比較 
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